
基金名

法人名

7

（） （） （） （） （）

貸付残高

年度

25年度
見込

単位

委託費

債務保証残高

7

105

7

合計（a）

交付額

管理費

合計（b）

基金残高
(a-b)

出資残高

単位(1件)当たり
の事業費等

0 4,000 10

保有割合
（基金事業に要する
費用に対する保有基

金額等の割合）

25-003

2

・新たな産学連携・共同研究の枠組みとなる計画を
7本策定

・産学連携・共同研究コンソーシアムを7拠点創設

活動実績

（当初
見込み）

活動指標及び
活動実績

（アウトプット）

活動指標（目標年度）

1 算出方法
直近年度末の基金額（4,000百万円）÷
事業が完了するまでに必要となる補助・補てん額及び管理費3,967
百万円

基金シート番号

0 0 2

29

事
業
費
等

22年度 23年度 24年度

　　　　５７１，４２９　　　　　　　（千円／件） 算出根拠 事業１件あたりの補助額（執行額/補助事業件数）

3,966

0 4,002 3,967収入・事業費等
（単位:百万円）

0

3,832

（復興庁・経済産業省）　　　　　　　　　　　　　　平成２５年基金シート    

　(2)　□ 貸付　　　　　　□ 債務保証　　　　　□ 利子助成、補給　　　　　■ 補助 　　　　　　□補てん　　　　　　□出資　　　　　　　□
その他

統括官付参事官（予算・会計担当）
大学連携推進課

24年度

国費
以外

出資等

運用収入

その他

目的

目的

基金設置年度 平成24年度

国費

収
入

22年度

（マイナス）返納額

当初
（復興特会）

4,000

23年度

平成25年度

『復興関連予算で造成された「全国向け事業に係る基金」の使途の厳格化の徹底について』（平成25年7月2日復興推
進会議）に基づく対応による

当初/補正
（会計区分）

25年度見込み

環境対応車普及促進基金
(産学連携イノベーション促進事業費補助金)

-
新成長戦略（平成22年6月18日）
東日本大震災からの復興の基本
方針（平成23年7月29日）

-

参事官　大野　秀敏
課長　佐藤　文一

一般社団法人環境パートナーシップ会議

復興庁
経済産業省産業技術環境局

4,000

根拠法令
（具体的な

条項も記載）

担当部局

担当課室

関係する計画、
通知等

　(1)　■取り崩し型　　　　　□回転型　　　　　□保有型　　　　　□運用型　　　　　□その他

イノベーション創出を目指す産学連携活動の領域を拡大し、知的財産の蓄積、施設・設備の有効利用、産学連携による人材育成等を含む事業化
に向けた産学連携活動が円滑かつ持続的に実施される枠組みを構築し、本格的なオープン・イノベーション環境の整備を促進することで、産学の
英知を結集して効率的にイノベーションを創出し、東北地方を中心とした特定被災区域等の復興・発展に資することを目的として実施。
大学・公的研究機関等と企業等により、特定の研究領域・分野における産学連携活動を継続的に実施する産学コンソーシアムの立ち上げ及びそ
の活動に対して事業費の一部に対する補助を行う。

事業概要
（5行程度。別添

可）

関係する行政事
業レビューシー

ト

作成責任者

国費額
（単位:百万円）

目標年度
見込み

2

33

4000

国庫納付額
（単位:百万円）

終了予定時期 新規採択は平成２４年度で終了。補助事業は平成２６年度末まで。その後の事業化状況報告書のとりまとめ等の業務が平成３１年度末まで。

前年度繰り越し

国庫納付の経緯

本事業は、産学が連携して継続的に技術革新を生み出すことで、震災復興を加速させるものであり、被災地域の大学
等を中心とした、強みを持つ技術分野における継続的な産学連携活動の創出を目指し、産学が連携したコンソーシアム
の構築や、研究開発設備の整備、産学での研究開発を支援するため。

○○収入

33

基金への国庫か
らの支出の経緯



資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）（単

位：百万円）

※「収入・事業費等」中、平成２５年度見込みの事業費等については、交付決定額ベースで記載。
＜新仕分け＞（平成２４年１１月）
○　事業番号：復興③研究開発（イノベーション拠点立地推進事業）
○　評決結果：被災地域の復旧・復興との強い関連性について、国民の納得のいく説明が行われない限り予算計上は認めない。
平成２５年度以降の新規採択は認めない。
○　とりまとめコメント：研究開発全般については、被災地域の復旧・復興及び被災者の暮らしの再生のための施策に限り、改めて
その妥当性を厳しく精査した上で、復興特会での予算計上は認められる。また、イノベーション拠点立地推進事業については、被災
地域の復旧・復興及び被災者の暮らしの再生のための施策であるとされていることから、基本的な理念ということでは、復興特会で
の予算計上を認めるが、国民の納得が得られておらず、被災地域の復旧・復興との強い関連性を説明できない限り、予算計上は
認められない。また、イノベーション拠点立地推進事業による基金のあり方については、資金運用のあり方、資金運用団体のあり
方等に納得が得られなかったことから、平成２５年度以降の新規採択は認められない。

補記

所見/対応状況

本基金事業においては、基金設置法人からの委託により事業を実施する事務局を公募により選定した上で、事業者の選定にあ
たっても公募を行い第三者委員会による審査を経た上で選定しており、事業の公正な執行に努めている。
基金からの支出については、基金設置法人である一般社団法人環境パートナーシップ会議が事務局からの支払請求を厳正に審
査し、基金を適正に管理するとともに、基金設置法人の事務経費の支払いについても、経済産業省において毎月確認を行ってい
る。

経済産業省 

【交付】 
4,000 

Ｂ.みずほ情報総研

(株) 
Ｃ．国公立大学法

人 

【交付】 

Ａ．（一社）環境パートナーシップ会議 

環境対応車普及促進基金 

(産学連携イノベーション促進事業費補助金) 
 【基金残高】4,000 

【委託契約】 【管理費】 

【管理費】 
2 

【運用収入】 
2 



計 0 計 0

D. H.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 0 計 0

C．国公立大学法人 G.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 0 計 0

B．みずほ情報総研(株) F.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

費目・使途
（「資金の流れ」
においてブロッ
クごとに最大の
金額が支出され
ている者につい
て記載する。費
目と使途の双方
で実情が分かる

ように記載）

A．（一社）環境パートナーシップ会議 E.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

管理費 基金管理にかかる費用 2

計 2 計 0



支出先上位１０者リスト
A.

支　出　先 業　務　概　要　及び　採　択　理　由
支　出　額
（百万円）

1
（一社）環境パートナーシッ
プ会議

基金管理にかかる費用 2

4

3

2

7

6

5

9

8

10


